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登壇 

 

河崎：本日はお忙しい中、株式会社レオパレス 21、2024 年 3 月期第 3 四半期決算説明会にご参加

いただき、誠にありがとうございます。司会を務めさせていただきます、河崎でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

本日のスピーカーは、代表取締役社長、宮尾文也、取締役経営管理本部長、竹倉慎二の 2 名です。 

本説明会は、決算報告の後、質疑応答の時間を設けております。質疑応答は Q&A より、テキスト

形式で受付いたします。終了時刻は 18 時を予定しております。 

それではこれより、代表取締役社長、宮尾よりご説明いたします。 

 

宮尾：本日はお忙しい中、当社決算説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。代表取

締役社長の宮尾でございます。 

この度は、2024 年 1 月 1 日に発生した、令和 6 年能登半島地震により被害を受けられた地域の皆

様に、心よりお見舞い申し上げますとともに、1 日も早い復興を心からお祈り申し上げます。 
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まず初めに、第 3 クォーターのエグゼクティブサマリーです。 

賃貸事業における成約家賃単価が、コロナ以前まで回復したことにより、業績としては、前期比増

収増益。計画比も、売上高および各段階利益、プラスとなりました。 

また、昨年公表し、取得を実行しておりました自己株式の取得は、1 月 5 日をもって完了しました

が、本日決算発表と同時に、配当方針の変更と配当予想の修正を公表させていただきました。 

そして、昨年 12 月 25 日には、借入金 300 億円のリファイナンスを実行しました。14.5%であった

金利は、5%から 5.5%程度まで軽減しました。 

施工不備対応としましては、2024 年 12 月末に向けて順調に進捗しており、今後見込まれる予想改

修戸数は、2 万 100 戸となっております。 
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それでは、詳細の説明に移らせていただきます。 

まずは、株主還元です。自己株式の取得は、2023 年 7 月 6 日に取得を開始、2024 年 1 月 5 日に取

得を終えました。9 月以降、株価が上昇基調であったことから、上限の 100 億円にはいたっており

ませんが、34 億円、1,145 万株の取得となりました。 

スライド右側が、配当についてです。2019 年 3 月期以降、無配を継続してまいりましたが、定時

株主総会で実施した欠損填補に加え、業績の回復、財務体質の改善が進んだことから、配当方針を

変更することとしました。 

今期、2024 年 3 月期は復配の方針とし、1 株あたり 5 円の期末配当を目指します。また、2025 年

3 月期以降は、業績の動向や財務状況を総合的に勘案しながらも、継続的かつ、安定的な配当の実

施を図ってまいります。 
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続きまして、2023 年 11 月 10 日に開示しました、リファイナンスの検討状況についてです。 

同年 12 月 22日に開示した通り、新たな借入先として、複数の金融機関から融資を受けております

枇杷合同会社から 300億円の借入を行い、同年 12月 25日に実行いたしました。これにより、利率

は、従来の年 14.5%から、年 5%ないし 5.5%となり、当初の借入と比較して、金利が低減すること

となります。 

2024 年 3 月期は、資金調達費用として、営業外費用 10 億円を計上しましたが、当期の支払利息は

7億 5,000万円の減少となり、翌期の支払利息は 28億 5,200万円減少する見込みでございます。な

お、当初ローンと同様に、新たな借入金も、新株予約権付ローンとなっております。 
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次に、入居率および成約家賃単価の推移について、ご説明いたします。 

施工不備問題の発覚前までは、入居率は順調に推移しておりましたが、施工不備問題発覚以降、コ

ロナ禍も経て、入居率は下落基調となり、2020 年 12 月には 77.07%まで落ち込みました。このこ

とから、2023 年 3 月期上期までは、政策的に成約家賃単価を低い水準で設定し、入居率改善を優

先事項としておりました。 

その後、入居率が回復基調に転じ、さらなる収益改善を図るため、周辺家賃相場やエリア特性など

を分析した上で、積極的な募集家賃のプライシング戦略に方針を変更した結果、2024年 3月期第 3

クォーターの成約家賃単価は、施工不備問題発覚前の水準まで回復しております。 
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それでは、ここから、2024 年 3 月期第 3 クォーター累計実績についてご説明いたします。 

先ほど申し上げました通り、売上高および各段階利益は計画比プラス、前期比についても同様に、

増収増益となりました。 

第 3 クォーター累計の平均入居率は、計画を若干下回りましたが、特に、営業利益段階では、期初

からの成約家賃単価の上昇、並びに低収益であった、マンスリー契約プランのプラン変更による収

益改善が寄与した結果、計画比プラスとなっております。 

純利益としては 148 億円と、計画比 13 億円のプラス。リファイナンス費用を営業外費用、補修工

事関連損失を特別損失に計上しましたが、計画を達成しております。 
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入居率実績については、第 3 クォーター累計平均入居率が 85.81%となりました。計画比ではマイ

ナス 0.16 ポイントです。 

これは、成約家賃単価の上昇により、特に個人契約が減少したこと、また、マンスリー契約プラン

のプラン変更を行い、採算性の向上を図りましたが、結果的にはマンスリー契約の成約戸数が減少

したことも要因の一つとなっております。 
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なお、11 月、12 月における入居率は、計画を下回って推移しましたが、成約家賃単価が、施工不

備問題発覚前の水準まで回復したことに伴い、新規契約だけでなく、入居済の部屋全体を含む、稼

動家賃単価が、計画を大きく上回る状況が推移しております。 

その結果、入居率が計画通りに進捗しなかった場合の売上影響額 4.7 億円は、稼動家賃単価上昇に

よる売上影響額 10.3 億円でカバーされ、プライシング戦略が収益拡大に寄与し、前述の通り、売

上、営業利益ともに計画を超過しております。 
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売上原価につきましては、ほぼ計画通りに推移しております。関係会社の原価が前期水準と、計画

を超過したことはありましたが、物件メンテナンスや、原状回復費用の単価抑制、水光熱費が想定

よりも下回ったことが要因です。 
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販管費につきましては、支払手数料の増加などにより、前期比 19 億円のプラスとなりましたが、

DX 推進による業務の効率化に取り組み、キャリア採用や、非正規雇用の抑制などにより、計画比

15 億円のマイナスとなりました。引き続き、生産性向上や収益改善に向けて、コストの抑制に努

めてまいります。 
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通期の見通しですが、営業利益 181 億円、純利益 120 億円と、昨年 11 月に通期業績予想の修正と

して開示したものを据え置いております。 
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成約家賃単価の向上や、コストコントロールなど、引き続き注力してまいりますが、第 4 クォータ

ーにおいては、賃貸市場の繁忙期を迎え、入退去が最も多い時期となることから、入居促進費用や、

退去後の原状回復費用のコストが増加する時期に加え、従前より後ろ倒しになっている物件メンテ

ナンス費用などのコストがかかることを踏まえたものとなっております。 

なお、引き続き、繰延税金資産などの積増しは見込んでおらず、保守的な見通しとしているもので

す。 
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バランスシートにおいては、こちらも特段、大きな動きはございませんでした。 

自己資本比率は 22.4%となり、前期末比プラス 7.9 ポイント、QoQ では、プラス 2.1 ポイントの改

善となっております。 
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続いて、施工不備の改修について、ご説明させていただきます。 

2024 年 1 月末時点で、今後予想される改修戸数は、約 2 万 100 戸まで減少しております。今年、

2024 年 12 月末までの明らかな不備の解消を目指し、既存入居者様へも一時的な住替えのご協力を

いただきながら、着実に、2024 年 12 月末までの明らかな不備の解消を図ってまいります。 

 

最後になりますが、これはスライド等、特にございませんが、報告としまして、新築物件の受注に

ついてご説明いたします。 

既存物件の建替えを中心に、この 1 月末時点で、14 棟の受注契約を締結しております。受注契約

をいただきましたオーナー様には、厚く御礼申し上げます。 

各地域での入居需要に応え、それに伴って、ストックで収益を上げていくことが優先課題だと認識

しており、当社のビジネスモデルでもあります。従って今後は、2025 年 1 月以降の物件受注の本

格再開に向けて、計画を策定、実行してまいります。 
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以上で私からの説明は終了とさせていただきます。この後、経営管理本部長の竹倉より、賃貸事業

における入居状況や、その施策、サステナビリティの推進状況などをご説明いたします。ご清聴あ

りがとうございました。 

 

河崎：続いて、経営管理本部長、竹倉よりご説明いたします。よろしくお願いいたします。 

竹倉：本日は、お忙しい中ご参加いただきまして、ありがとうございます。竹倉でございます。 

私からは DX 推進、社内のガバナンス状況についてご説明させていただきますが、それに加えまし

て社長の宮尾が先ほど申し上げましたように、11 月、12 月における入居率は、計画を下回って推

移しましたが、成約家賃単価が、施行不備発覚前の水準まで回復したことや、入居の質の改善を重

視したことで、収益は高まった。そういった背景の中で、今回は、今後の需要、当社の賃貸ニーズ

とその状況を、先にお話を差し上げたいと思います。 
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まず、弊社のほうの利用状況として、法人企業様の利用状況ですが、通常 1 割から 2 割が法人であ

れば、その賃貸物件の利用は法人が多いと一般に言われるところ、当社の利用部屋数のほぼ 6 割

が、法人契約となっておりまして、上期より引き続き活発な企業活動の上で、当社のお部屋のニー

ズは底堅いものがございます。 

2024 年 3 月期第 3 クォーターの、法人全体の利用戸数は 4 万社、41,997 社、これはあらためて、

上場企業の 74.7%が何らかの形で当社を利用している形になり、その部屋利用数は 28 万 2,000 戸

となっています。 

過去のトレンドと同様で、第 2 クォーター比較ではマイナス 1.1%ですが、前期比においてはプラ

ス 6,000 戸、2.2%の伸びとなっています。 
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業種別では、建設業、派遣・業務請負は、前期比、第 2 クォーター比較ともにプラスで、引き続き、

堅調に推移しております。特に、飲食・宿泊業については、コロナ禍からの回復が顕著でございま

すので、前期比プラス 8%と、大きな伸びを示しています。 

なお、サービス業、製造業、卸売・小売では、前期比、第 2 クォーター比較ともに、需要が一巡し

て、マイナスになっていますが、製造業などでは今後 1,000 人規模での人材採用を行うといった情

報も取得しておりまして、部屋利用の促進を図っているところでございます。 

特にこの時期、例年取り組んでおります新卒需要の開拓に関しては、新卒情報を 10 月中に整理し

まして空き部屋とのマッチングを全て行い、顧客企業様への提案中でございます。1 月末現在で、

すでに 9,000 室の契約をいただいておりまして、他、現在オーダーで 2 万 2,000 室の新卒需要情報

を確認しております。 

弊社物件のご利用部屋数が多い企業様で、いわゆるトップ 500 社で限った場合としても前期で大体

4 万室の需要があり、今期はさらに 4 万 3,000 室のニーズがあることがわかっています。企業様の

特性やニーズに合った提案を行いまして、さらなる利用部屋数の増加に努めてまいります。 
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それと同時に、外国籍の利用状況について、これは従来通り入口となる監理団体との協業や、外国

籍人材の登用を企業様に提案しまして、監理団体を当社から紹介するなど行い、その上で外国籍人

材の住居確保という企業課題を、弊社のほうで解決するものとして取り組んでいます。 

これらの結果として、個人契約も含めた外国籍の入居者数は、前期比プラス 1.2 ポイント、4 万

3,000 戸となって、これは利用戸数の 9.3%に匹敵する数になってきております。 

なお、新卒情報と同様に企業様における外国籍の需要情報に関しましては、1 月末現在で約 5,000

室の情報を取得しておりまして、順次案内を行っている状況です。 

なおここには、生活全般に関するお問い合わせ等も弊社ならではの 5 カ国語対応ができるなど、入

居者様にも安心してサポートを差し上げる環境が、利用促進を促している状況でございます。 
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各エリアの入居状況について。特性によって状況が変わってきています。 

北海道・東北、富山・鹿児島県などでは、風力発電の建設プロジェクトが一巡しましたので、第 2

クォーター比では、下落基調となっています。 

逆に、新聞紙面を今飾っております 10 年で経済効果 20 兆円と言われている、熊本の半導体の経済

圏においては、活況を呈していまして、現在当社も 1,000 室を超える必要部屋数の需要を抱えてい

る状況です。 

こういった、極めて重要な経済活動が続く戦略拠点は、大手企業様においては、大規模工事とそれ

に関連するニーズが終わったとしても、お部屋を 1 社が部屋を手放すと次の企業様がすぐに入って

しまう状況があるので、合理的な判断の上で次の稼働までその部屋を借り続けて、次のビジネスチ

ャンスの仕込みに入る企業様もいらっしゃるようになりました。当社としては非常に安定したテナ

ント入居者様となっていまして、そういったニーズにお応えすべく、対応している状況でございま

す。 
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引き続き、法人トップ営業とともに、他社との差別をしっかりと図り、一部は降雪エリアの冬季だ

けの利用等もありますのでそれに合った特性を示して、入居率の向上を図っていく、そういった状

況でございます。 
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ここからは、DX による改善の状況を、ご説明差し上げたいと思います。 

当社は従来、お客様の利便性向上と生産性の向上を示して、これらの推進をずっと図ってきており

ますが、現在は特に、お部屋探しから入居まで、当社の店舗にも来店することなく、非対面で完結

することができるようになりました。 

特に非常に大きな効用を示すスマートロックに関しては、本年度 1 月 10 日に公表させていただき

ましたように設置数が 20 万戸を超えまして、これは一企業で管理するお部屋の設置数としては日

本で最大級でありまして、現在の新規入居の 90%以上がスマートロック設置物件になっております。 

ご契約いただいた後、入居者様が入居直前に鍵取得のためにわざわざ来店いただく必要もなくなり

ますし、またその人員を弊社も準備する必要がない。また、お部屋を探し中のお客様においても、

お客様のご都合の良い時間帯に内見をしていただく。そういったことが可能になっています。 

当社の生産性向上に、本当に寄与しておりまして、入居入替わりに伴う鍵交換、この業務が軽減さ

れまして年間で約 10 万時間の業務削減効果が実現されています。店舗の従業員は、そういった時

間をより一層お客様のサービスへ提供にすることに注力できる環境になってきました。 
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また、この非対面、業務のセントラル化を推進した結果、お客様のお部屋探しの窓口である、直営

店舗を、109 から 72 拠点までに集約できました。 

各拠点の、店舗の存在意義が変わってきておりまして、待ちより攻めの、能動的に活動する営業拠

点へ、転換を今図っている最中でございます。今後はさらにお客様の接点を多く作る営業活動に軸

足を置き、営業力強化を進めてまいります。 
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最後に、ガバナンスの状況。今まで決算説明会でご説明を差し上げてまいりましたが、社内の状況

を示す一つの指標としまして、社員の増減、つまり離職率がございます。 

現在 12 月末で、当社の社員数は 2,733 名、連結で 3,904 名います。2022 年の 3 月期、2 年前は

16%あった離職率は、前期で 11.1%まで、今期においてはおおよそ 8.6%前後で、着地をする予定

になっています。 

新入社員においては前回触れましたが、募集要員 50 名に対して、非常に多くのご応募いただきま

して、今期 4 月から 70 名の入社が決まりました。これらは社内の安定と、勤務する企業体の将来

性に対する社員の認識の変化だと確認しておりまして、ガバナンスおよびコンプライアンスの強化

を進めながら、社業にまい進して参りたいと思います。 

以上で、私の説明は終了とさせていただきます。 

当社のコーポレートホームページを開くと、次のフレーズが出てきます 

「はじまりの部屋を、ひとは一生おぼえている。」 

この言葉に始まる、人生と共にある社会のインフラとしまして、賃貸住宅約 56 万戸の管理運営を

通し、これからも企業活動にまい進してまいります。ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

河崎 [Q]：それでは、質疑応答に入ります。 

みずほ証券、橋本様の、一つ目のご質問。 

残り 2 万 100 戸の補修、11 カ月で終えるには、月 1,830 戸のペースが必要ですが、月ごとの進捗

はどう見ればいいですか。また、入居者がいて、何戸か残る可能性はありますか。 

宮尾 [A]：まず、繁忙期と言われている、この住替えのシーズンにおいては、月のペースは若干減

少の大体月 1,000 戸ぐらいのペースと考えています。閑散期に近くなってくる 5 月以降から夏場が、

一番大きな数字になってくるのではないかと考えています。 

特に、昨年から注力しております、入居者様がいらっしゃるお部屋の調査、およびその部屋の改修

工事を順次行っておりますが、入居者様の様々なご都合もある中で、何とかこの期間で、協力を仰

ぐ体制を重ねてまいりたいと思っています。 

おっしゃるように、入居者がいて何戸か残る可能性があるかというのは、可能性を秘めているかと

思いますが、そこに対して、どれだけしっかり向き合って、お客様にご協力をお願いするかにかか

ってくるかと考えています。 

 

河崎 [Q]：では次に、橋本様の二つ目のご質問。 

会社資料 22 ページ、県別の入居率、北海道・東北、富山県など、四半期で低下しておりますが背

景は。ちょっと心配すべきですか。逆に、宮崎・沖縄・佐賀県などは良くなっていますが、この背

景は。 

竹倉 [A]：北海道、および北陸に関しましては、結論から申し上げるとシーズナリティの関係が非

常に強くございまして、一つは冬季の需要の一時的な停止が、大きくございます。 

北海道に関しては、風力発電の建設に伴う法人の、一時使用の終了等も重なったものですから、今

回少し数字が目立ちましたが、現状としては北海道もいわゆる半導体の関係も含めて非常に活発化

してきている状況なので、ここについても大きな心配は不要だと考えております。 
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秋田・富山に関しましては、先ほど申し上げた通り、大きく言うとインフラ関係の工事、冬季工事

の撤退等が時期的にはございますので、このニーズが一時的に一巡したとご理解いただければと思

います。 

逆に南部については、宮崎等はやはり、これまた半導体関係の関連事業の契約の増加が、非常に顕

著にございます。こちらについては、シーズナリティがないものですから、地場の企業の活動を注

視しながら、先ほど申し上げたように、非常に強い安定したテナントの方々がいらっしゃいますの

で、そこのエリアを推進していく形をとることで、入居の安定は確保していきたいと考えていると

ころでございます。 

 

河崎 [Q]：では次に、SMBC 日興証券、濱田様のご質問。 

4 ページ。復配を、このタイミングで決めた理由を教えてほしい。また、未消化に終わった自社株

買いについても、考え方を教えてほしい。 

宮尾 [A]：復配については、定時株主総会で、欠損填補を行ったときから考えていたわけですが、

一つのきっかけとしては、自己株式の取得が終わり、次に何をするかといったところで表面化しま

した。 

もう一つのご質問の、未消化の自社株買いについてですが、そもそも自己株式の取得については、

投資の目線で言えば、当時の株価水準から見ると、非常に有益なものだったわけです。確かに、当

初発表した金額を残してはおりますけれども、復配と自社株買いと、それぞれ、目的や効果・効能

も若干違うところもあろうかと思いますので、そこの点についても、慎重に判断をしながらいきた

いと思っています。 

 

河崎 [Q]：では次に、SBI 証券、小澤様のご質問。 

21 ページ。外国人向けの賃料水準は、日本人比較で、遜色ないですか。家賃引き上げはできてい

ますか。 

竹倉 [A]：結論から申しますと、できています。弊社の貸し方もいろいろございますが、実質的に

は、一番賃料が総じて高く取れる状況にあるのは、外国籍の方です。単身向けの部屋でありますけ

れども、外国籍の方が、複数人でお住まいになることで、その賃料設定が高くてもついてきていた

だける背景がございました。 
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外国籍の方、法人、個人。そして比較的個人の方は賃料としてはシビアに精査されますので、その

さらにまた下に学生という家賃設定が、いわゆる高価格順位であるとご理解いただければと思いま

す。 

特に、昨今の外国籍の方についても、いわゆる技能実習生の方等は、お二人等でお住まいにならな

いと弊社の賃料についてこられないような状況がございましたが、昨今、さまざまな変化もあり、

今までお二人だったものを、1 人ずつ部屋を差し上げないといけないんじゃないかという企業様も

出てきていますので、私どもとしては、引き続きこの外国籍のターゲットは、テナントとして非常

に有用なニーズだと捉えております。 

 

河崎 [Q]：では次に、SMBC 日興証券、濱田様のご質問。 

9 ページ。3Q は、会社計画をかなり上振れ推移も、通期会社計画の上方修正をしなかった理由、

4Q に、何らかのコストや、損失計上などの可能性が残るか。 

宮尾 [A]：15 ページを開いていただきますと、四半期別の、前期の実績、当期の計画及び実績の表

になっています。ここでご説明したいのは、4Q については、もともと、計画ではゼロで見込んで

いますし、昨年は約 9 億円の営業損失であったということです。 

第 4 クォーターは、確かに繁忙期ではありますが、逆に、契約が、仮に 3 月の契約である場合、ほ

とんど売上としては寄与がなく、来年の 4 月からの家賃の支払いが、3 月末から開始されます。そ

れは前受けベースになりますので、売上には寄与しません。 

一方で、繁忙期ということで、入居を促進するための仲介業者への手数料なり、AD、いわゆる広

告費も発生いたしますし、入替えがあることで、物件から退去した後の清掃だとか、原状回復、メ

ンテナンスと、こういった費用がかかることが背景で、ご覧の通り、営業利益は、第 4 クォーター

では、なかなか上がらない構図です。 

通期の、今の計画の利益が 181億円に対して、第 3クォーターで 200億になっており、計画比プラ

ス 10%ぐらいといったところです。 

第 4 クォーターに大きく跳ねることがなく、0 とか、ひょっとしたらマイナスかもしれませんけれ

ども、あまりここで、第 4 クォーターで大きく利益が積上がることがない以上、通期の見通しとし

ては、このままいっても 10%程度となれば、開示基準まで至ってないことも鑑みて、特に修正には

及ばなかったというところです。 
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今後、第 4 クォーターの動きにおいては、またそこを見ながら、検討は重ねてまいりたいと考えて

います。 

 

河崎 [Q]：では次に、濱田様のご質問。 

フォートレスの新株予約権(希薄化 50%)行使の可能性についての見解。行使された場合でも、希薄

化を抑制するために、さらに自社株買いを実施したり、予約権を買い取ったり、希薄化リスクをさ

らに抑える対応を検討するか。 

竹倉 [A]：当然ながら、このワラントの実行に関する希薄の件は、常に投資家の方々からのご質問

をいただいている状況でございまして、具体的な対策については、ここでは言明を避けさせていた

だきますが、まずは、ステークホルダーの株主様に対しての期待に応えるように、基本の 1 株当た

りの利益、そういったものは注視しながら、いろんな策を練っていくことは当然にして必要と考え

ているところでありますので、経営陣の中で議題に出しながら、対応させていただきたいと思いま

す。 

特に、今回の決算短信の表題部においても、1 株あたりの四半期の純利益、そして、潜在株式調整

後の 1 株あたりの純利益、ともに記載をさせていただいておりまして、その数字をきちんと上げる

ことが、まずは株価の上昇に繋がるものだと確信しておりますので、その対応をしっかり業績の向

上として進めていきます。 

その上で昨年の 6 月 7 月には、当時の株価に対して、経営陣としてやはり金額に納得いかないとい

うところも含めて、自社株買いを進めたのでありますけれども、今後においても 1 株当たりの純利

益等がきちんと株価に反映されるように、その業績の向上とともに対策を練っていくことで、ご理

解いただけたらと思います。 

 

河崎 [Q]：では次に、濱田様のご質問。 

入居率の改善が、計画より遅れている理由は。その結果、10 ページの、25 年 3 月期計画の下振れ

リスクも高まっているか。 

宮尾 [A]：入居率の改善については、先ほど説明いたしました、現在のところ募集家賃を、積極的

な値付けに切替えています。個人契約については、どうしてもお客様はそれぞれ、自分の財布を見

ながら部屋を探しますので、どうしても価格優先主義と言っていいんでしょうか、比較サイトみた

いなもので、部屋探しを集中されています。 
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われわれは、そこに付き合うのではなくて、それとは別のアングルで部屋を探していらっしゃる方、

強いていえば、企業様に報いる活動をしています。入居率の改善が遅れているのは、言ってみれば、

個人契約の件数が大きく減少しているところではあります。 

業績への影響度を示したのが、11 ページです。いわゆる、入居率の低下による売上の影響額とし

ては、左側の通り、マイナス 5 億近くでありますが、一方で、右側に記載の通り、家賃を回復させ

ていることによって、売上の影響額は、この第 3 クォーターだけで言うと、倍の 10 億あることか

ら、十分、吸収ができていると考えています。 

両方ともストックですから、時間の経過に従ってこの面積の差は出てくるかと思いますが、入居率

の低下によるマイナスの影響額が広がる一方で、逆に今度、家賃回復による売上高もさらにまた改

善が進みますので、ご覧の通り、収益の拡大に結びつくものと考えております。 

 

河崎 [Q]：では次に、濱田様のご質問。 

21 ページ、外国人の契約が、計画をかなり下回っている要因について、細かく教えて欲しい。ま

た、インバウンドなども増えているが、DX を駆使して、民泊で収益を獲得するなど、何らかの施

策は講じられないか。 

竹倉 [A]：これは、大局申しますと、2 点に大きくわかれます。 

先ほど冒頭で、活発な企業活動に支えられてという話を差し上げました。実際に今、私どもの法人

営業部がいわゆる外国籍のニーズに対し、監理団体、企業を通じて営業かけているわけですけども、

現実的には、一般の日本国内の民間企業の活発な企業活動の裏付けに対し、ほぼ弊社の営業マンが

全力で今走り回っている状況でございまして、本来掘削すべきニーズである外国籍の対象の、いわ

ゆる監理団体そのコミュニティとの接点は持ちつつあるものの、そこに対しての、いわゆるマンパ

ワー不足で営業活動がまだ完全に及んでいない状況が、現状として社内にはございます。 

そしてもう一点は、これは戦略上の話でございますが、今回の決算には非常に寄与した、安易な安

売りをしていないということです。 

先ほど外国籍の方の貸出しに、値上げがついてきているかどうかという話がございました。 

それに対して、私は先ほどイエスという話を差し上げたところですが、ある一定の賃料をお支払い

いただく方にはお貸し出しをし、先ほど 2 人で 1 人って話も差し上げましたが、価格帯をずいぶん

落とすと、当然ながらご利用いただく需要層は大きくあるんですが、それに対して貸し出すわけで
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はなくて、現在においてはきちっとしたプライシングに対応していただく外国籍の方に対して、ご

利用を促進しているところから、現状になっているとご理解いただければと思います。 

また、スマートロックを利用することについても、民泊等は一時期、弊社の中でいろいろ実験をし

て、それに対する収益の状況を鑑みたんですけども、なかなかそれが利益にまだ直結する状況にあ

りませんでした。 

むしろスマートロック等は、外国籍、私どもはインターネット上で、外国より申込み、仮押さえと

かがいろいろできる中で、空港に降りた後、私どもの店舗に足を運ばずに、携帯電話へスマートロ

ックのパスワードを送り、それで直接入居に入っていただくとか、そういった利便性を取って頂け

ます。そういった、外国籍の方が日本に入国された後、スムーズにお部屋を利用いただくような環

境作りに、今邁進しているところでございます。 

 

河崎 [Q]：では次に、濱田様のご質問。 

家賃単価の動向、引き続き、入替え時に積極的に値上げしているか、足元の共益費含めた、平均的

な家賃単価は、どの程度か。 

宮尾 [A]：スライドで言えば 6 ページ。家賃単価の動向は、この 1 年でいうと、ちょうど右側の、

このレンジを見ていただくとわかる通り、10 ポイントぐらい上げているのが見て取れるかと思い

ます。 

理由は、すでにご説明した通りではございますけれども、一方で、入替え時、あるいは退去した後

の新規入居の際の値付けに注力をしています。 

特に、新規については、大体当社の場合は、個人の方で大体 3 年ぐらいで退去される方が多いわけ

ですけれども、ご覧の通り、22 年頃になりますと、今から言えば 15 ポイントぐらい下の入居者様

が退去していて、われわれは、その段階で、地域の数字等を見ながら、積極的なプライシングを行

っているのが現状です。積極性は、ご覧のこのグラフでご判断いただけるものと思います。 

それから、足元の、共益費を含めた平均的な家賃単価ですが、ざっくり、5 万 5,000 円強になって

います。 

 

河崎 [M]：それでは、終了予定時刻前ではございますが、追加のご質問がないようですので、これ

にて、質疑応答および説明会を終了させていただきます。 
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本日は、株式会社レオパレス 21、2024 年 3 月期第 3 四半期決算説明会にご参加いただき、誠にあ

りがとうございました。 

［了］ 


